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家訓0職業務眺転肌た場合

Q:私は個人事業者です。この3月まで家

事用に使用していた車を4月から業務用に転

用しています。この車の減価償却費の計算方

法を教えて下さい。なお、この車の取得価額

は200万円で耐用年数は6年です。家事用には

1年間使用しました。

全一：所得税では、非業務用資産を業務用に

転用した場合、その業務の用に供した日にお

いてその資産の譲渡があったと仮定したとき

の取得費相当額を転用時の未償却残高とみな

して減価償却を行います。

ご相談の場合は、車両の減価償却方法によ

って次のように計算します。（平成7年4月か

ら平成7年12月まで9か月間使用した場合）

(1)定額法

本来の×0.9×償却率×業務供用月数

取得価額12

★200刀H×0.9×0.1亜×9/12=224.lOOP)

(2)定率法

耐用年数6年の定額法の償却率

(取得価額-減価の額)x償却率x業務供用月数

12

※減価の額＝取得価額xO.9x耐用年数の1.5

倍の年数に応ずる定額法の償却率x非業

務供用期間に係る年数

★(200JB-199.800R)xQ.319x9/12=430.697H

耐用年数6年の定率法の償却率

※200洲×0．9×0.Ill×1=199.800R
－

耐用年数9(6x1.5)年の定額法の償却率

なお、年中に家事用の車両を業務用に転用

した場合、猫簡便償却法の適用があります。
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